
第12 期定時株主総会
招集ご通知

株主総会当日のお土産のご用意はございません。
ご理解賜りますようお願い申し上げます。

日時 2026年３月25日（水曜日）
午前10時

場所
東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号
東京証券会館９階 会議室
（※末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

セグエグループ株式会社
証券コード：3968
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証券コード 3968
2026年３月10日

（電子提供措置の開始日 2026年３月３日）
株 主 各 位

東京都中央区新川一丁目16番３号
セグエグループ株式会社
代表取締役社長 愛 須 康 之

第12期 定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第12期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際して、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）は電

子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに「第12期定時株主総会招集
ご通知」として掲載しております。

当社ウェブサイト https://segue-g.jp/ir/index.html

また、電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイ
トにも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセ
スして、銘柄名（セグエグループ）または証券コード（3968）を入力・検索し、「基本情報」、
「縦覧書類／ＰＲ情報」を順に選択の上、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席されない場合は、書面または電磁的方法（インターネット等）により議決権
を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、招集
ご通知３〜４頁の「議決権行使方法についてのご案内」をご参照のうえ、2026年３月24日（
火曜日）午後５時45分までに議決権を行使いただきますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

１．日 時 2026年３月25日（水曜日）午前10時（受付開始 午前９時15分）
２．場 所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号

東京証券会館 ９階 会議室
（末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目的事項
報告事項 １．第12期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）事業報告の

内容及び連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第12期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）計算書類の
内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く)４名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせて
いただきます。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無に関わらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りい
たしますが、当該書面は、法令及び当社定款の規定に基づき、次の事項を除いております。なお、監査等委員
会及び会計監査人は次の事項を含む監査対象書類を監査しております。
■連結計算書類：連結株主資本等変動計算書、連結注記表
■計 算 書 類 ：株主資本等変動計算書、個別注記表

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
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議決権行使方法についてのご案内

株主総会における議決権の行使は、株主の皆様の大切な権利です。是非とも議決権を行使してく
ださいますようお願い申しあげます。議決権の行使は、以下の３つの方法がございます。

株主総会へのご出席による議決権行使の場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
また、議事資料として第12期定時株主総会招集ご通知（本書）をご持
参ください。

株主総会開催日時 2026年３月25日（水曜日）午前10時

書面による議決権行使の場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、行使期限
までに到着するようご返送ください。なお、各議案につきまして賛否
を表示せずに提出された場合は、賛成の意思表示があったものとして
お取り扱いいたします。

行 使 期 限 2026年３月24日（火曜日）午後５時45分

電磁的方法(インターネット等)による議決権行使の場合
（詳しくは、次頁をご覧ください。）

当社指定の議決権行使ウェブサイトにアクセスいただき、画面の案内
に従って、議案に対する賛否をご入力ください。

議決権行使ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

行 使 期 限 2026年３月24日（火曜日）午後５時45分
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議決権行使ウェブサイト

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
行使期限は2026年３月24日（火曜日）午後５時45分まで
であり、同時刻までに入力を終える必要があります。
お早めの行使をお願いいたします。

スマートフォンから「QRコード」を
読み取り、議決権行使ウェブサイト
にアクセスすることも可能です。
※「QR コード」は株式会社デンソーウェーブ
の登録商標です。
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インターネットによる議決権行使のご案内
書面による議決権行使に代えて、当社指定の「議決権行使ウェブサイト」（下記URL）にて議決権を行使可能で
す。ご希望の方は、同封の議決権行使書用紙右片に記載の議決権行使コード及びパスワードにてログインしてい
ただき、画面の案内に従って入力ください。なお、セキュリティ確保のため、初回ログインの際にパスワードを
変更いただく必要があります。

機関投資家の皆様へ
議決権電子行使の方法として、株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利
用いただくことが可能です。

ご利用時の注意事項について
◎ 書面とインターネットにより議決権を重複して行使された場合は、インターネットによるものを有効としま

す。インターネットで複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効とします。
◎ 議決権行使コード及びパスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は今回の総会のみ有効です。次

回の株主総会時は新たに発行いたします。
◎ インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。
◎ 議決権行使コード及びパスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段です。なお、パス

ワードを当社よりお尋ねすることはございません。
◎ パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされた場合、画面の案内に

従ってお手続きください。
◎ 議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりますが、ご利用の機

器によってはご利用いただけない場合があります。

お 問 い 合 わ せ 先
ご不明点は、株主名簿管理人である みずほ信託銀行 証券代行部（以下）までお問い合わせください。

議決権行使ウェブサイトの操作方法等に関する専用お問い合わせ先

フリーダイヤル 0120-768-524 （年末年始を除く 9：00〜21：00）
以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
当社は、内部留保の充実を図り、事業の効率化と事業拡大のための投資を積極的に行って

いく一方、株主への利益還元を重要な経営課題であると認識しております。
配当につきましては、連結業績、財政状態の健全性、将来の事業展開のための内部留保の

水準等を総合的に勘案しながら、中間配当及び期末配当の年２回、2026年12月期までを目
安として当面の間、配当性向50％程度を基準とし、継続的かつ安定的に行うことを基本方針
としております。
この方針に基づき、第12期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたく存じま

す。これにより、中間配当６円を合わせた当年度の配当は、１株当たり13円となります。

１．配当財産の種類
金銭

２．配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき 金７円
総額 225,423,639円

３．剰余金の配当が効力を生じる日
2026年３月26日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く）３名全員は、本定時株主総会終結の時をもって

任期満了となります。つきましては、中期経営計画の推進に向けた経営体制の一層の強化を
図るため、取締役１名を増員することとし、取締役（監査等委員である取締役を除く）４名
の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案について、監査等委員会からの意見はありませんでした。
取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 当社における現在の地位

１ あい す やす ゆき

愛 須 康 之 再任 代表取締役社長

２ わた なべ たつ お

渡 邉 辰 夫 再任 取締役

３ こ ばやし つよし

小 林 剛 新任 社長室長

4 み つゆ まさ き

三 露 正 樹 新任 社外取締役

再任 再任取締役候補者 新任 新任取締役候補者
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候補者
番 号 １ あい す やす ゆき

愛須 康之
再 任
1966年６月26日生

所有する当社の株式数
9,778,300株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1986年５月 データコントロルズ株式会社 入社
1994年１月 同社 大阪営業所長
1995年４月 ジェイズ・コミュニケーション株式会社設立 代表取締役社長
2012年11月 ジェイシーテクノロジー株式会社（現 ジェイズ・テクノロジー株式会社）設立 代表取締役
2014年12月 当社設立 代表取締役社長（現任）
2016年１月 ジェイシーテクノロジー株式会社（現 ジェイズ・テクノロジー株式会社） 取締役
2021年３月 ジェイシーテクノロジー株式会社（現 ジェイズ・テクノロジー株式会社） 取締役会長（現任）
2022年11月 セグエセキュリティ株式会社設立 代表取締役会長
2022年11月 SEGUE (Thailand) Limited Managing Director（現任）
2024年５月 First One Systems Co., Ltd. Director（現任）
2025年１月 セグエセキュリティ株式会社 取締役会長（現任）
2026年 1 月 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 代表取締役会長（現任）

取締役候補者の選任理由
候補者は、当社の前身であるジェイズ・コミュニケーション株式会社を創業して以来、30年にわたり当社グ

ループ会社の経営を指揮し、当社グループを成長させてきました。
候補者の経営実績、事業における幅広い知識・経験、持続的な企業価値向上のためのリーダーシップは、当

社グループの更なる成長のために必要であることから、引き続き取締役候補者として選任をお願いするもので
あります。
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候補者
番 号 ２ わた なべ たつ お

渡邉 辰夫
再 任
1964年１月２日生

所有する当社の株式数
10,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1987年４月 日本エヌ・シー・アール株式会社（現 日本NCRコマース株式会社）入社
2000年２月 アスペクトコミュニケーションズ株式会社 入社
2001年４月 コンパックコンピュータ株式会社（現 日本ＨＰ株式会社）入社
2002年１月 日本アイ・ビー・エム株式会社 入社
2005年４月 ネクストコム株式会社（現 三井情報株式会社）入社
2006年４月 同社 執行役員 第二事業本部長
2007年４月 三井情報株式会社 執行役員 コミュニケーションビジネス第一本部長
2015年４月 同社 執行役員 経営企画部長
2016年４月 同社 取締役 執行役員 CIO（経営企画部、人事総務部、情報化推進部管掌）
2017年４月 同社 取締役 執行役員 営業管掌
2019年４月 同社 取締役 ICTコア営業グループ長 兼 営業企画グループ長
2021年４月 同社 取締役 常務執行役員 ICTコア営業グループ長、営業企画グループ
2022年４月 楽天コミュニケーションズ株式会社 入社 理事 システム営業推進担当
2023年４月 同社 常務理事
2024年４月 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 取締役副社長

ジェイズ・テクノロジー株式会社 取締役（現任）
2025年 3 月 当社 取締役（現任）
2026年 1 月 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 代表取締役社長（現任）

取締役候補者の選任理由
候補者は、当社が属するITインフラ業界における豊富な知識・経験を有し、2024年の当社のグループの中

核事業子会社であるジェイズ・コミュニケーション株式会社の取締役副社長に就任以来、同社の経営変革をけ
ん引し、2026年には同社の代表取締役社長に就任し、更なる発展の推進に向けリーダーシップを発揮してお
ります。
候補者の知識・経験等は、2025年に当社取締役に就任以来さらに深まっており、当社グループの更なる成

長のために必要であることから、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号 ３ こ ばやし つよし

小林 剛
新 任
1981年10月30日生

所有する当社の株式数
ー株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2009年４月 武蔵野市役所 入庁
2018年２月 EY新日本有限責任監査法人 入社
2019年 8 月 公認会計士登録
2020年 9 月 コミカミノルタ株式会社 入社
2021年12月 株式会社グリッド 入社
2024年 7 月 同社 執行役員CFO
2025年12月 セグエグループ株式会社 入社 社長室長（現任）

取締役候補者の選任理由
候補者は、公認会計士として財務及び会計に関する専門的知識と豊富な経験を有しており、同氏の知識・経

験等は、当社グループの更なる成長のために必要であると判断し、取締役候補者として選任をお願いするもの
であります。
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候補者
番 号 ４ み つゆ まさ き

三露 正樹
新 任
1960年１月5日生

所有する当社の株式数
ー株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1983年４月 神鋼電機株式会社（現 シンフォニアテクノロジー株式会社） 入社
1986年10月 日本ディジタルイクイップメント株式会社（現 日本ヒューレット・パッカード株式会社） 入社
1992年７月 同社 西日本支社第三営業課長
1994年４月 同社 西日本支社花王専任営業課長
1998年９月 日本オラクル株式会社 入社 営業担当課長
2000年１月 同社 通信・公共・公益営業統括部長
2004年６月 同社 ＶＰ通信・公共インダストリー本部長 兼 中部・東日本統括本部長
2005年６月 同社 執行役員 インダストリー第２統括本部長
2006年６月 同社 常務執行役員アライアンス統括本部長
2008年６月 同社 常務執行役員エンタープライズ統括本部長
2014年６月 同社 専務執行役員エンタープライズ第一統括
2019年７月 デロイトトーマツコンサルティング合同会社 執行役員（Telecom, Media, Technology）
2021年６月 同社 執行役員（Ecosystems & Alliances）
2024年３月 当社 社外取締役監査等委員（現任）
2024年 4 月 Slalom株式会社 執行役員
2025年10月 同社 シニアアドバイザー（現任）

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要
候補者は、2024年３月に社外取締役（監査等委員）に就任して以来、経営コンサルタントとしての豊富な

経験と専門的見地から、取締役会及び監査等委員会において適切な意見を述べております。また、指名・報酬
委員会の委員として、当社の経営の公正性・透明性を高めるため、積極的に助言を行っており、さらには同委
員会の委員長としても重要事項に関する審議を主導し、独立した立場から当社のコーポレートガバナンスの強
化に寄与しております。
これまでの取締役会における経営に対する意思決定・監督等の実績から、取締役会への適切な監督・助言を

行えるものと期待し、社外取締役としての選任をお願いするものです。

2026年02月20日 15時39分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



― 11 ―

(注) １ 取締役候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。
２ 取締役候補者の所有する当社の株式数は、2025年12月31日現在の状況を記載しております。
３ 三露正樹氏は、社外取締役候補者であります。同氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役で

ありますが、監査等委員である社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年となり
ます。

４ 当社は、三露正樹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同証券取引所に届出て
おります。当社は、三露正樹氏の選任が承認された場合、改めて三露正樹氏を独立役員として指定
し、届出る予定であります。

５ 当社は三露正樹氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する趣旨の責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法
令が定める最低責任限度額としております。三露正樹氏の選任が承認された場合、当社は三露正樹氏
との当該契約の継続する予定であります。

６ 当社は、取締役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結しており、被保険者がその地位に基づいて行った行為（不作為を含みます。）
に起因して、損害賠償請求された場合、法律上の損害賠償金及び争訟費用を負担することにより被保
険者が被る損害を填補することとしております。取締役候補者が取締役に選任された場合は、当該保
険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約の更新を予定しております。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
監査等委員である取締役３名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりま

す。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 当社における現在の地位

１ ふく だ やす ひろ

福 田 泰 福 新任 取締役

２ てら だ ゆ み こ

寺 田 有美子 再任 社外取締役

３ たか だ りゅう た ろう

髙 田 隆太郎 再任 社外取締役

再任 再任取締役候補者 新任 新任取締役候補者
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候補者
番 号 １ ふく だ やす ひろ

福田 泰福
新 任
1966年２月13日生

所有する当社の株式数
62,400株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1993年10月 三井建設株式会社（現 三井住友建設株式会社）入社
2001年４月 栗田工業株式会社 入社
2007年４月 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 入社
2008年３月 同社 取締役（現任）
2014年12月 当社 取締役経営管理部長
2022年３月 ジェイシーテクノロジー株式会社（現 ジェイズ・テクノロジー株式会社）取締役（現任）
2022年11月 セグエセキュリティ株式会社 監査役（現任）
2022年12月 ISS Resolution Limited Director（現任）
2024年１月 当社 取締役コーポレート本部長（現任）
2024年５月 First One Systems Co., Ltd. Director（現任）

取締役候補者の選任理由
候補者は、2007年に入社以降、主に管理面を中心に当社グループの成長に貢献しており、現在はコーポレ

ート本部長として、財務経理、経営企画、人事総務、法務・コンプライアンス、リスク管理等を管掌しており
ます。
同氏は、本社部門全般におけるマネジメント経験を有し、経営に深く携わってきました。業務執行の監査に

求められる判断力、識見等を有し、会社業務全般に精通していることから監査等委員である取締役として選任
をお願いするものであります。

2026年02月20日 15時39分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



― 14 ―

候補者
番 号 ２ てら だ ゆ み こ

寺田 有美子
再 任
1977年５月１日生

所有する当社の株式数
ー株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2005年10月 弁護士登録（大阪弁護士会）

弁護士法人大阪パブリック法律事務所 勤務
2010年４月 弁護士法人あすなろ パートナー
2013年10月 アーカス総合法律事務所 パートナー（現任）
2015年５月 NPO法人フィンランド式人材育成研究所 理事
2017年９月 株式会社スマートバリュー 取締役
2020年９月 同社 指名委員、報酬委員
2020年９月 株式会社Osaka World Studio 代表取締役（現任）
2020年12月 神戸大学 客員教授（現任）
2021年３月 株式会社Stroly 監査役（現任）
2022年３月 当社 社外取締役（監査等委員）（現任）
2022年３月 株式会社フジ医療器 取締役（監査等委員）
2022年６月 株式会社ロスゼロ 監査役（現任）
2022年10月 株式会社クラシコム 取締役（監査等委員）（現任）

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要
候補者は、弁護士としての経験・見識を豊富に有しており、社外取締役及び独立役員として、法令を含む企

業社会全体を踏まえた客観的視点で、独立性をもって経営の監視を遂行するのに適任であると判断し、監査等
委員である社外取締役候補者として選任をお願いするものであります。
また、選任後においては、任意の指名・報酬委員会の委員として、当社の役員候補者の選定や役員報酬等の

決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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候補者
番 号 ３ たか だ りゅう た ろう

髙田 隆太郎
再 任
1975年３月７日生

所有する当社の株式数
ー株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1998年10月 浜平税理士事務所入所
2002年 1 月 株式会社スクウェア入社
2003年 4 月 株式会社スクウェア・エニックス（現株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス）
2012年 5 月 株式会社みんかぶ（現 株式会社ミンカブ・ジ・インフォノイド）入社 経営管理部 部長
2013年 6 月 同社 取締役
2016年 4 月 同社 取締役副社長
2018年 4 月 同社 取締役副社長 兼 CFO
2022年 6 月 同社 取締役（非常勤）
2022年 8 月 ディライトワークス株式会社 取締役兼ＣIО（現任）
2024年 3 月 BPM株式会社 社外取締役（現任）
2024年 3 月 株式会社DentaLight 社外取締役（現任）
2024年 7 月 株式会社groove agent 社外取締役（現任）
2025年３月 当社 社外取締役（監査等委員）（現任）
2025年８月 ディライトワークス・キャピタル株式会社 代表取締役社長 兼 CIO（現任）

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要
候補者は、大手企業における経験、経営及び会計に関する豊富な経験と知見を有していることから、社外取

締役及び独立取締役として、客観的視点で、独立性をもって経営の監視を遂行するのに適任であると判断し、
監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、選任後においては、任意の指名・報酬委員会の委員として、当社の役員候補者の選定や役員報酬等の

決定に対し、客観的・中立的立場で関与していただく予定です。
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(注) １ 監査等委員である取締役候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。
２ 監査等委員である取締役候補者の所有する当社の株式数は、2025年12月31日現在の状況を記載して

おります。
３ 寺田有美子氏及び髙田隆太郎氏は、監査等委員である社外取締役候補者であります。
４ 寺田有美子氏及び髙田隆太郎氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、監査等

委員である社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって、それぞれ４年及び１年となり
ます。

５ 当社は、寺田有美子氏及び髙田隆太郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定してお
ります。

６ 当社は、寺田有美子氏及び髙田隆太郎氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、法令が定める最低責任限度額としております。両氏の再任が承認された場合及び福田泰福氏の選
任が承認された場合、当社は３氏との間で同内容の責任限定契約を継続する予定であります。

７ 当社は、取締役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結しており、被保険者がその地位に基づいて行った行為（不作為を含みます。）
に起因して、損害賠償請求された場合の、法律上の損害賠償金及び争訟費用を負担することにより被
保険者が被る損害を填補することとしております。取締役候補者が取締役に選任された場合は、当該
保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約の更新を予定しております。
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（ご参考）本定時株主総会後の取締役のスキル・マトリックス（予定）

氏 名 当社における
地位

スキル・経験

企業
経営

業界
知識

営業・
マーケ
ティング

テクノ
ロジー

財務・
会計・
M＆A

人事・
人材
開発

法務・
リスク
マネジ
メント

グロー
バル

ESG・
サステナ
ビリティ

組織
マネジ
メント

愛須 康之 代表取締役社長 ● ● ● ● ● ● ●

渡邉 辰夫 取締役 ● ● ● ● ● ● ●

小林 剛 取締役 ● ● ● ● ●

三露 正樹
社外 独立

社外取締役 ● ● ● ● ● ●

福田 泰福 取締役
監査等委員 ● ● ● ● ● ● ●

寺田 有美子
社外 独立

社外取締役
監査等委員 ● ● ●

髙田 隆太郎
社外 独立

社外取締役
監査等委員 ● ● ● ● ● ●
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第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠の監

査等委員である社外取締役１名の選任をお願いするものであります。
なお、補欠として選任する監査等委員である取締役の任期は、当社定款の定めにより、退

任する監査等委員である取締役の任期の満了する時までとなります。また、本議案に関しま
しては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

み つゆ まさ き

三露 正樹
社 外
1960年１月５日生

所有する当社の株式数
ー株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1983年４月 神鋼電機株式会社（現 シンフォニアテクノロジー株式会社） 入社
1986年10月 日本ディジタルイクイップメント株式会社（現 日本ヒューレット・パッカード株式会社） 入社
1992年７月 同社 西日本支社第三営業課長
1994年４月 同社 西日本支社花王専任営業課長
1998年９月 日本オラクル株式会社 入社 営業担当課長
2000年１月 同社 通信・公共・公益営業統括部長
2004年６月 同社 ＶＰ通信・公共インダストリー本部長 兼 中部・東日本統括本部長
2005年６月 同社 執行役員 インダストリー第２統括本部長
2006年６月 同社 常務執行役員アライアンス統括本部長
2008年６月 同社 常務執行役員エンタープライズ統括本部長
2014年６月 同社 専務執行役員エンタープライズ第一統括
2019年７月 デロイトトーマツコンサルティング合同会社 執行役員（Telecom, Media, Technology）
2021年６月 同社 執行役員（Ecosystems & Alliances）
2024年３月 当社 社外取締役監査等委員（現任）
2024年４月 Slalom株式会社 執行役員
2025年10月 同社 シニアアドバイザー（現任）
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社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要
候補者は、当社が属するITインフラ業界における豊富な知識・経験を有し、社外取締役及び独立役員とし

て、客観的視点で、独立性をもって経営の監視を遂行するのに適任であると判断し、監査等委員である社外取
締役候補者として選任をお願いするものであります。
また、選任後においては、任意の指名・報酬委員会の委員として、当社の役員候補者の選定や役員報酬等の

決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。

(注) １ 候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。
２ 候補者の所有する当社の株式数は、2025年12月31日現在の状況を記載しております。
３ 三露正樹氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であり、東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として届出ています。なお、同氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役であります
が、監査等委員である社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。

４ 三露正樹氏は、本総会の決議事項第2号議案が原案通り承認可決された場合、監査等委員でない取締
役に就任予定ですが、監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合、監査等委
員でない取締役を辞任し、監査等委員である取締役に就任する予定です。

５ 当社は全ての社外取締役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損
害賠償責任を限定する趣旨の責任限定契約を締結しております。三露正樹氏が就任した場合は、同氏
との間で当該契約を締結する予定であります。

６ 当社は、取締役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結しており、被保険者がその地位に基づいて行った行為（不作為を含みます。）
に起因して、損害賠償請求された場合の、法律上の損害賠償金及び争訟費用を負担することにより被
保険者が被る損害を填補することとしております。

以 上
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事 業 報 告

〔 2025年１月１日から〕2025年12月31日まで

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策効果を背景に、
景気の緩やかな回復が見込まれています。一方で、米国の通商政策の動向による下振れリス
クには依然として注意を要します。さらに、物価上昇が継続することで個人消費が抑制さ
れ、国内景気の回復が阻害される可能性も懸念されるなど、先行きには不透明感が残る状況
となっています。
当社グループが属するIT業界においては、企業の生産性向上や競争力強化を目的とした

DX（デジタルトランスフォーメーション）投資が継続しており、官公庁および民間企業に
おいてITインフラの導入やサイバーセキュリティ対策への投資需要は引き続き高い水準で推
移しております。特に、デジタルガバメント政策の推進に伴い、中央省庁や地方自治体によ
るIT投資は着実に拡大しており、府省庁及び地方自治体への売上高比率が高い当社グループ
にとって良好な事業環境が継続しております。
このような経営環境のもと、当社は、主力事業会社における営業・技術体制の再編および

全国横断型の組織体制の構築を進め、提案力・受注力の強化に取り組んでまいりました。そ
の結果、当連結会計年度においては、多数の大型案件を獲得するのみならず超大型案件であ
るGSS（ガバメントソリューションサービス）を複数件受注し、受注高および受注残高は前
連結会計年度を大きく上回りました。
事業別の状況につきましては、VAD（ValueAddedDistribution）ビジネスにおいては、

GSS案件の他、大型案件により大きく業績が拡大しました。
システムインテグレーションビジネスにおいては、官公庁および民間企業向けの大型案件

獲得が業績拡大に寄与したものの、一部大型案件が利益率押し下げの要因となりました。
自社開発ビジネスにおいては、地方自治体や医療機関向けの案件を着実に積み重ねるとと

もに、RevoWorksクラウドやマネージド・セキュリティ・サービス（MSS）等のストック
型サービスも堅調に推移しました。しかしながら、受注した官公庁向け案件の売上計上が来
期となったため、売上高、売上総利益ともに軟調となりました。
海外ビジネスにおいては、2024年5月にFirstOneSystemsCo.,Ltd.がグループに加わり

事業規模が拡大しております。DXインフラおよびサイバーセキュリティ需要にフォーカス
し、タイ公共交通インフラ関連案件の獲得に加え、現地日系企業向けビジネスの拡大にも注
力しており、事業基盤の強化が進めてまいりました。
また、当連結会計年度においては、旺盛な受注環境および業績の進捗状況を踏まえ、連結

業績予想の修正を行いました。
これらの結果、当連結会計年度におけるソリューションプロダクト事業売上高は

16,633,166千円(前年同期比51.2%増)、ソリューションサービス事業売上高は8,441,316
千円(前年同期比9.4%増)となり、売上高合計は25,074,483千円（前年同期比34.0%増）、
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営業利益は1,854,284千円（同157.5%増）、経常利益は2,001,769千円（同88.8%増）、親
会社株主に帰属する当期純利益は1,191,196千円（同134.6%増）となりました。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度に実施した設備投資の総額は271,124千円であり、その主なものは、動作

検証用機器及び保守サービスの提供に使用する保守用機器の配備であります。
（3）資金調達の状況

該当事項はありません。
（4）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。
（5）対処すべき課題

① 人財の確保・育成
当社グループの更なる成長のために、優秀な人財の確保及び育成は欠かせないと認識して

おります。IT人材の不足は年々顕著になっておりますが、積極的な採用、教育研修制度の充
実に加え、人事制度の継続的改善等により、人財の確保及び育成に取り組んでまいります。
② 収益力の強化

当社グループは、ITソリューション事業を営んでおり、その中でもセキュリティの分野に
フォーカスしております。IT業界は随時新しい技術が生まれ、その利活用による利便性や生
産性の向上等が注目されがちですが、対応するセキュリティ対策も欠かせません。
国内外の最新の技術トレンドや顧客のニーズをつかみ、積極的な新規商材の取り扱い並び

に安全性と使いやすさを兼ね備えたセキュリティ製品及びサービスの開発を進め、それらの
商材を組み合わせて高度化・複雑化するサイバー攻撃にも対抗するセキュリティを確保した
ソリューションを創出してまいります。
加えて、販売促進活動を強化し、これらによって、売上高の拡大と利益率の向上を実現し

てまいります。
③ 事業ポートフォリオ・グループ組織体制の最適化

当社グループは、事業の拡大を加速させるために、独自の技術を有する企業や現在のビジ
ネスの発展加速が図れる企業とのM&Aや業務・資本提携を進めてまいります。それらの行
為の効果を高めるために、グループ各社の事業の整理、リソースの再配置を継続的に検討、
実行し、当社グループ全体を最適化し、よりグループ内のシナジー効果が得られる体制の整
備を進めてまいります。
④ 内部統制の継続強化

当社グループが継続的かつ効率的に拡大できる体制を確立、維持するためには、コンプラ
イアンスの徹底及び内部統制の継続的な強化は重要な課題と認識しております。今後も事業
規模の拡大に合わせて、コーポレート・ガバナンス体制及び内部管理体制をより一層強化し
てまいります。
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（6）財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況

（単位：千円）
期 別

区 分
第９期

2022年12月度
第10期

2023年12月度
第11期

2024年12月度
第12期

(当連結会計年度)
2025年12月度

売 上 高 13,622,780 17,443,211 18,717,665 25,074,483
経 常 利 益 1,050,617 1,015,300 1,060,377 2,001,769
親会社株主に帰属する当期純利益 743,323 660,510 507,691 1,191,196
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 22円16銭 19円63銭 15円73銭 37円58銭
総 資 産 11,252,138 11,831,431 13,633,110 18,647,258
純 資 産 3,685,017 4,014,375 3,193,028 4,400,561

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２．当社は、「株式給付信託（J-ESOP）」を導入しており、当該信託にかかる株式給付信託口が所有する

当社株式については、連結計算書類において自己株式として計上しております。そのため、１株当
たり当期純利益の算定における「普通株式の期中平均株式数」については、当該株式給付信託が所
有する当社株式を自己株式に含めて計算しております。

３．当社は、2024年３月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。第９期
の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

② 当社の財産及び損益の状況
（単位：千円）

期 別
区 分

第９期
2022年12月度

第10期
2023年12月度

第11期
2024年12月度

第12期
（当事業年度）
2025年12月度

営 業 収 益 1,146,875 1,185,008 1,254,277 1,380,428
経 常 利 益 644,608 613,893 710,019 709,438
当 期 純 利 益 553,993 611,131 625,530 649,867
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 16円51銭 18円16銭 19円38銭 20円50銭
総 資 産 2,937,451 3,115,336 3,530,312 3,778,103
純 資 産 2,412,911 2,678,398 1,771,577 2,312,664

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２．当社は、「株式給付信託（J-ESOP）」を導入しており、当該信託にかかる株式給付信託口が所有する

当社株式については、計算書類において自己株式として計上しております。そのため、１株当たり
当期純利益の算定における「普通株式の期中平均株式数」については、当該株式給付信託が所有す
る当社株式を自己株式に含めて計算しております。

３．当社は、2024年３月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。第９期
の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。
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（7）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

ジェイズ・コミュニケーション株式会社 237,500千円 100.0％
セキュリティ製品及びITインフラ製品の輸入・販売
セキュリティソフトウェアの開発
ITシステムの設計・構築サービスの提供

ジェイズ・テクノロジー株式会社 100,000千円 100.0％
セキュリティ製品及びITインフラ製品の販売
エ ン ジ ニ ア サ ー ビ ス の 提 供
情報システム支援サービスの提供

セ グ エ セ キ ュ リ テ ィ 株 式 会 社 40,000千円 100.0％
マネージドセキュリティサービスの提供
セキュリティ調査・診断・コンサルティングサービスの提供
セキュリティ教育・訓練サービスの提供

株式会社テクノクリエイション 40,000千円 100.0％ エ ン ジ ニ ア サ ー ビ ス の 提 供
情報システム支援サービスの提供

I S S R e s o l u t i o n L i m i t e d 110,000千バーツ 100.0％ セキュリティ製品及びITインフラ製品の販売
メンテナンス、サポートサービスの提供

F i r s t O n e S y s t e m s C o . , L t d . 40,000千バーツ 60.0％
セキュリティ製品及びITインフラ製品の販売
ITシステムの設計・構築サービスの提供
情報システム支援サービスの提供

（注）１．出資比率は、間接保有を含んで記載しております。
２．当社は、2025年８月１日付でジェイズ・ソリューション株式会社を吸収合併いたしました。
３．セグエセキュリティ株式会社は、2025年12月１日付で株式の10％を取得したことで出資比率が

100％となり、完全子会社となりました。

③ 当事業年度末日における特定完全子会社の状況
会社名 住所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

ジェイズ・コミュニケーション株式会社 大阪市淀川区西中島五丁目５番15号 825,364千円 3,778,103千円
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（8）主要な事業内容（2025年12月31日現在）
当社グループは、当社と連結子会社７社により構成されております。
当社は、純粋持株会社として連結子会社（事業会社）の管理及び支援を行い、連結子会社

においてITシステムにおけるネットワークセキュリティ及びITインフラ製品に係る設計、販
売、構築、運用、保守サービスを一貫して提供できる体制を整え、ITソリューション事業を
展開しております。

報告セグメント 事業セグメント 事業の内容 対応する子会社

ITソリューション事業

ソリューション
プロダクト事業

セキュリティ製品の輸入・販売
ITインフラ製品の輸入・販売 ジェイズ・コミュニケーション株式会社

セキュリティソフトウェアの開発 ジェイズ・コミュニケーション株式会社

セキュリティ製品及びITインフラ製品の
調達・販売

ジェイズ・コミュニケーション株式会社
ジェイズ・テクノロジー株式会社
I S S R e s o l u t i o n L i m i t e d
F i r s t O n e S y s t e m s C o . , L t d .

ソリューション
サービス事業

ITシステムの設計・構築サービスの提供
ヘルプデスクサービスの提供
保守サービスの提供

ジェイズ・コミュニケーション株式会社
I S S R e s o l u t i o n L i m i t e d
F i r s t O n e S y s t e m s C o . , L t d .

セキュリティサービスの提供 ジェイズ・コミュニケーション株式会社
セグエセキュリティ株式会社

情報システム支援サービスの提供
ジェイズ・テクノロジー株式会社
株式会社テクノクリエイション
F i r s t O n e S y s t e m s C o . , L t d .

その他

システムの運用や
監視サービスの提供 ジェイズ・コミュニケーション株式会社

エンジニア
サービスの提供

ジェイズ・コミュニケーション株式会社
ジェイズ・テクノロジー株式会社
株式会社テクノクリエイション
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（9）主要な事業所（2025年12月31日現在）
事 業 所 名 所 在 地

当 社 本 社 東京都中央区

ジ ェ イ ズ ・ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 株 式 会 社
東 京 本 社 東京都中央区
大 阪 本 社 大阪市淀川区

ジ ェ イ ズ ・ テ ク ノ ロ ジ ー 株 式 会 社 本 社 東京都中央区
セ グ エ セ キ ュ リ テ ィ 株 式 会 社 本 社 東京都中央区
株 式 会 社 テ ク ノ ク リ エ イ シ ョ ン 本 社 東京都中央区
I S S R e s o l u t i o n L i m i t e d 本 社 タイ王国
F i r s t O n e S y s t e m s C o . , L t d . 本 社 タイ王国

（10）従業員の状況（2025年12月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
712名（４名） ３名増（3名減）

（注）従業員数欄の(外書)は、従業員数のうち、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

② 当社の従業員の状況
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

28名 5名 37.8歳 6.6年
（注）平均勤続年数は、当社グループにおける勤続年数を通算して算出しております。

（11）主要な借入先及び借入額（2025年12月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株式会社三菱UFJ銀行 1,200,000千円
株式会社三井住友銀行 962,500千円
株式会社りそな銀行 826,182千円
株式会社みずほ銀行 440,000千円
日本生命保険相互会社 350,000千円

（12）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．株式に関する事項（2025年12月31日現在）
（1）発行可能株式総数 108,000,000株
（2）発行済株式の総数 32,564,077株（自己株式360,700株を含む）
（3）株主数 13,031名
（4）大株主（上位10名）

株 主 名 持株数 持株比率
株 ％

愛須 康之 9,778,300 30.36
有限会社エーディーシー 2,812,800 8.73
セグエグループ従業員持株会 611,700 1.89
株式会社 オービック 576,000 1.78
BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC) 503,588 1.56
株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口） 458,500 1.42
株式会社SBI証券 363,572 1.12
佐伯 知輝 302,400 0.93
GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 290,500 0.90
田中 博章 270,000 0.83

（注）１．持株比率は、当社が保有している自己株式360,700株を控除して算出し、小数第3位以下を切り捨て
て記載しております。

２．自己株式には、「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信
託Ｅ口）が保有する当社株式458,500株は含まれておりません。

（5）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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３．新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

新 株 予 約 権 の 名 称 第５回新株予約権 第６回新株予約権
発 行 決 議 日 2019年３月４日 2020年３月２日
新 株 予 約 権 の 数 10,907個 12,510個
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 及 び 数

普通株式65,442株
（新株予約権１個につき６株）

普通株式37,530株
（新株予約権１個につき３株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり1,380円 新株予約権１個当たり593円
新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり６円
(１株当たり１円)

新株予約権１個当たり３円
(１株当たり１円)

権 利 行 使 期 間 2019年３月５日から
2049年３月４日まで

2020年３月３日から
2050年３月２日まで

行 使 の 条 件 (注)２ (注)２

役 員 の
保有状況

取 締 役
(監査等委員及び社外取締役を除く)

新株予約権の数 6,499個
目的となる株式数 38,994株
保 有 者 数 2名

新株予約権の数 7,779個
目的となる株式数 23,337株
保 有 者 数 2名

社 外 取 締 役
(監査等委員を除く) ― ―

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

新株予約権の数 0個
目的となる株式数 0株
保 有 者 数 0名

新株予約権の数 0個
目的となる株式数 0株
保 有 者 数 0名

（注）１．2019年12月１日付で行った１株を２株とする株式分割及び2024年３月１日付で行った１株を３株
とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資
される財産の価額」は調整されております。

２．第５回及び第６回新株予約権の主な行使の条件は以下のとおりです。
(1) 権利行使は、当社の取締役及び監査役並びに当社子会社の取締役、監査役及び執行役員のいずれ

かの地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までに限ります。
(2) 新株予約権の質入その他の一切の処分は認められません。
(3) その他の条件については、当社と締結する新株予約権割当契約書に定めるところによります。
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新 株 予 約 権 の 名 称 第７回新株予約権 第８回新株予約権
発 行 決 議 日 2021年２月27日 2022年２月25日
新 株 予 約 権 の 数 17,469個 16,277個
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 及 び 数

普通株式52,407株
（新株予約権１個につき３株）

普通株式48,831株
（新株予約権１個につき３株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり914円 新株予約権１個当たり338円
新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり３円
(１株当たり１円)

新株予約権１個当たり３円
(１株当たり１円)

権 利 行 使 期 間 2021年２月28日から
2051年２月27日まで

2022年２月26日から
2052年２月25日まで

行 使 の 条 件 (注)２ (注)２

役 員 の
保有状況

取 締 役
(監査等委員及び社外取締役を除く)

新株予約権の数 12,943個
目的となる株式数 38,829株
保 有 者 数 2名

新株予約権の数 12,668個
目的となる株式数 38,004株
保 有 者 数 2名

社 外 取 締 役
(監査等委員を除く) ― ―

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

新株予約権の数 0個
目的となる株式数 0株
保 有 者 数 0名

新株予約権の数 0個
目的となる株式数 0株
保 有 者 数 0名

（注）１．2024年３月１日付で行った１株を３株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の数」
及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。

２．第７回及び第８回新株予約権の主な行使の条件は以下のとおりです。
(1) 権利行使は、当社の取締役並びに当社子会社の取締役、監査役及び執行役員のいずれかの地位を

喪失した日の翌日から10日を経過する日までに限ります。
(2) 新株予約権の質入その他の一切の処分は認められません。
(3) その他の条件については、当社と締結する新株予約権割当契約書に定めるところによります。
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新 株 予 約 権 の 名 称 第９回新株予約権 第10回新株予約権
発 行 決 議 日 2023年２月28日 2024年２月29日
新 株 予 約 権 の 数 26,854個 7,226個
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 及 び 数

普通株式80,562株
（新株予約権１個につき３株）

普通株式21,678株
（新株予約権１個につき３株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり544円 新株予約権１個当たり1,662円
新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり３円
(１株当たり１円)

新株予約権１個当たり３円
(１株当たり１円)

権 利 行 使 期 間 2023年３月１日から
2053年２月28日まで

2024年３月１日から
2054年２月28日まで

行 使 の 条 件 (注)２ (注)２

役 員 の
保有状況

取 締 役
(監査等委員及び社外取締役を除く)

新株予約権の数 19,145個
目的となる株式数 57,435株
保 有 者 数 2名

新株予約権の数 5,217個
目的となる株式数 15,651株
保 有 者 数 2名

社 外 取 締 役
(監査等委員を除く) ― ―

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

新株予約権の数 258個
目的となる株式数 774株
保 有 者 数 1名

新株予約権の数 96個
目的となる株式数 288株
保 有 者 数 1名

（注）１．2024年３月１日付で行った１株を３株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の数」
及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。

２．第９回及び第10回新株予約権の主な行使の条件は以下のとおりです。
(1) 権利行使は、当社の取締役並びに当社子会社の取締役、監査役及び執行役員のいずれかの地位を

喪失した日の翌日から10日を経過する日までに限ります。
(2) 新株予約権の質入その他の一切の処分は認められません。
(3) その他の条件については、当社と締結する新株予約権割当契約書に定めるところによります。
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新 株 予 約 権 の 名 称 第11回新株予約権
発 行 決 議 日 2025年２月28日
新 株 予 約 権 の 数 20,127個
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 及 び 数

普通株式20,127株
（新株予約権１個につき１株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり325円
新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり１円
(１株当たり１円)

権 利 行 使 期 間 2025年３月１日から
2055年２月28日まで

行 使 の 条 件 (注)１

役 員 の
保有状況

取 締 役
(監査等委員及び社外取締役を除く)

新株予約権の数 14,622個
目的となる株式数 14,622株
保 有 者 数 2名

社 外 取 締 役
(監査等委員を除く) ―

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

新株予約権の数 860個
目的となる株式数 860株
保 有 者 数 ２名

（注）１．第11回新株予約権の主な行使の条件は以下のとおりです。
(1) 権利行使は、当社の取締役並びに当社子会社の取締役、監査役及び執行役員のいずれかの地位を

喪失した日の翌日から10日を経過する日までに限ります。
(2) 新株予約権の質入その他の一切の処分は認められません。
(3) その他の条件については、当社と締結する新株予約権割当契約書に定めるところによります。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等（2025年12月31日現在）

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

愛 須 康 之 代表取締役社長

ジェイズ・コミュニケーション株式会社 代表取締役社長
ジェイズ・テクノロジー株式会社 取締役会長
セグエセキュリティ株式会社 代表取締役会長
SEGUE (Thailand) Limited Managing Director
First One Systems Co., Ltd. Director

福 田 泰 福 取 締 役
コーポレート本部長

ジェイズ・コミュニケーション株式会社 取締役
ジェイズ・テクノロジー株式会社 取締役
セグエセキュリティ株式会社 監査役
ISS Resolution Limited Director
First One Systems Co., Ltd. Director

渡 邉 辰 夫 取 締 役 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 取締役副社長
ジェイズ・テクノロジー株式会社 取締役

三 露 正 樹 取 締 役
（監査等委員） Slalom株式会社 シニアアドバイザー

寺 田 有 美 子 取 締 役
（監査等委員）

アーカス総合法律事務所 パートナー
株式会社Osaka World Studio 代表取締役
神戸大学 客員教授
株式会社Stroly 監査役
株式会社ロスゼロ 監査役
株式会社クラシコム 社外取締役（監査等委員）

髙 田 隆 太 郎 取 締 役
（監査等委員）

ディライトワークス株式会社 取締役 兼 ＣIО
BPM株式会社 社外取締役
株式会社DentaLight 社外取締役
株式会社groove agent 社外取締役
ディライトワークス・キャピタル株式会社 代表取締役社長兼CIO

（注）１．渡邉辰夫氏及び髙田隆太郎氏は、2025年３月26日開催の第11期定時株主総会において新たに選任
され、就任いたしました。

２．阿萬聖氏は、2025年３月26日開催の第11期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任し
ました。

３．取締役（監査等委員）中川博史氏は、2025年３月26日開催の第11期定時株主総会終結の時をもっ
て辞任により退任しました。

４．取締役（監査等委員）三露正樹氏、寺田有美子氏及び髙田隆太郎氏は、会社法第２条第15号に規定
する社外取締役であります。

５．当社は、監査等委員会が内部監査担当と連携して、監査の実効性を確保していることから、常勤の
監査等委員を選定しておりません。

６．当社は、社外取締役三露正樹氏、寺田有美子氏及び髙田隆太郎氏を、東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

2026年02月20日 15時39分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



― 32 ―

（2） 責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役等であるもの

を除く。）との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額と
しております。

（3） 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、取締役及び子会社役員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定す

る役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結しており、保険料は全額会社が負担してお
ります。当該保険契約では、被保険者がその地位に基づいて行った行為（不作為を含みま
す。）に起因して、損害賠償請求された場合の、法律上の損害賠償金及び争訟費用を負担す
ることにより被保険者が被る損害を填補することとされています。

（4） 取締役の報酬等の総額

区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く） 79,411 69,600 3,550 6,261 ４
（うち社外取締役） （ー） （ー） （ー） （ー） （ー）
取締役（監査等委員） 15,669 15,250 ー 419 ４
（うち社外取締役） （15,669） （15,250） （ー） （419） （４）

合 計 95,081 84,850 3,550 6,681 ８
（注）１．記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

２．非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は「(5)取締役の報酬等 ①役員報酬等
の内容の決定に関する方針等」のとおりであります。

３．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2020年３月24日開催の第６期定時株主総会におい
て、年額240,000千円以内と決議いただいております。また、当該金銭報酬とは別枠で、2021年３
月25日開催の第７期定時株主総会において、ストック・オプションとしての新株予約権に関する報
酬等の限度額として年間最大80,000個、年額80,000千円の範囲内と決議いただいております。当
該各株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は４名であります。

４．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2020年３月24日開催の第６期定時株主総会において、年
額40,000千円以内と決議いただいております。また、当該金銭報酬とは別枠で、2021年３月25日
開催の第７期定時株主総会において、ストック・オプションとしての新株予約権に関する報酬等の
限度額として年間最大5,000個、年額5,000千円の範囲内と決議いただいております。当該各株主総
会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は３名であります。
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（5） 取締役の報酬等
①役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年２月26日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に
係る決定方針等を決議しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりであります。
イ．基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に
機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては
各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。具体的には、業務
執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬等および非金銭報酬と
しての株式報酬により構成し、社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬およ
び業績連動を排除した株式報酬を支払うこととしております。

ロ．基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数ならびに他

社動向、当社の業績等を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとします。
ハ．業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関
する方針
業績連動報酬等は、業務執行取締役を対象とする事業年度ごとの業績向上等に対する

意識を高めるため目標達成度を反映した現金報酬とし、各事業年度の目標値に対する達
成度合いに応じて算出された額を賞与として、毎年一定の時期に支給することとしてお
ります。具体的な算出方法は指名・報酬委員会に諮問し、その答申を踏まえて取締役会
にて決定するものとします。目標は、各事業年度の計画と整合するよう計画策定時に設
定し、適宜、環境の変化に応じて指名・報酬委員会に諮問し、その答申を踏まえた見直
しを行うものとします。
非金銭報酬等は、中長期的な企業価値向上との連動性を強化した報酬構成とするため、

株式報酬とし、株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）を採用して、毎年一定
の時期に支給します。株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）の額および個数
は、業務執行取締役については前事業年度の業績達成度（連結経常利益）を勘案し、社
外取締役については業績連動を排除して取締役会にて決定するものとします。
なお、当事業年度の賞与は、基本報酬に、経営活動全般の結果を反映する指標である

連結経常利益の達成度に基づく評価と、個人の役割期待に応じた評価を合わせた結果に
より決定される評価係数を乗じた金額としております。評価係数は、1.0を標準値とし
て、下限０から上限2.2の範囲で設計しております。
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ニ．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬
等の額に対する割合の決定に関する方針
業務執行取締役の種類別の報酬割合については、他社動向等を勘案し、指名・報酬委

員会に諮問し、答申に基づき検討を行ったうえで取締役会にて決定するものとします。
ホ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の手続に関する事項

個人別の報酬額については、手続きの公正性・透明性・客観性を確保するため、取締
役会決議に基づき委員の過半数を独立社外取締役とする指名・報酬委員会がその具体的
内容の決定について委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の
額および各取締役の目標達成度合いを踏まえた賞与の評価配分とします。
現在の指名・報酬委員会の委員は次のとおりです。
委員長：独立社外取締役・監査等委員 三露 正樹
委 員：代表取締役社長 愛須 康之、取締役 福田 泰福、独立社外取締役・監査等

委員 寺田 有美子、独立社外取締役・監査等委員 髙田 隆太郎
なお、株式報酬は、指名・報酬委員会の答申を踏まえ、取締役会で取締役個人別の割

当数を決定します。

②当該事業年度に係る個人別報酬の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した
理由
取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、指名・報酬委員会が決定方針との

整合性を含めた審議を総合的に行ったうえで決定していることから、取締役会はその内容
が決定方針に沿うものであると判断しております。
なお、監査等委員の報酬は、株主総会の決議により定められた監査等委員の報酬限度額

の範囲内で、監査等委員の協議により決定しております。
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（6） 社外役員に関する事項
①重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

各社外役員の重要な兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。

②社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
（監査等委員） 三 露 正 樹

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回に出席し、また、監
査等委員会14回のうち14回に出席しております。なお、当社が属する
業界における豊富な知識・経験より、取締役会においては議案審議等に
必要な発言を適宜行っており、監査等委員会においては監査結果につい
ての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。
また、指名・報酬委員会の委員長として、当事業年度に開催された委員
会３回のうち３回に出席し、客観的・中立的立場で当社の役員報酬等の
決定過程における監督機能を担っております。

取 締 役
（監査等委員） 寺 田 有美子

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回に出席し、また、監
査等委員会14回のうち14回に出席しております。なお、弁護士として
の豊富な経験と識見より、取締役会においては議案審議等に必要な発言
を適宜行っており、監査等委員会においては監査結果についての意見交
換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。
また、指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会
３回のうち３回に出席し、客観的・中立的立場で当社の役員報酬等の決
定過程における監督機能を担っております。

取 締 役
（監査等委員） 髙 田 隆太郎

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席し、また、監
査等委員会10回のうち10回に出席しております。なお、大手企業にお
ける豊富な知識・経験より、取締役会においては議案審議等に必要な発
言を適宜行っており、監査等委員会においては監査結果についての意見
交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。
また、指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会
２回のうち２回に出席し、客観的・中立的立場で当社の役員報酬等の決
定過程における監督機能を担っております。

（注）書面決議による取締役会の回数は除いております。
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５．会計監査人の状況
（1） 会計監査人の名称

東陽監査法人

（2） 報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 51,000千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 51,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係る
報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社の子会社のうち、海外子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

（3） 会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積

もりの算出根拠等が当社の事業規模や業務内容に鑑みて適切であると判断し、会計監査人
の報酬等の額について会社法第399条第１項の同意の判断を行っております。

（4） 責任限定契約の内容の概要
当社は、定款に基づき会計監査人と責任限定契約を締結しておりますが、その内容の概

要は、会社法第423条第１項の責任について、会計監査人の職務を行うにあたり善意でか
つ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項の最低責任限度額と限度として、限度
額を超える部分については責任を負わないとするものです。

（5） 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会社法第340条第１項各号に定める事由に該当すること等により計算関係書類の監査に

重大な支障が生じることが合理的に予想されるときは、監査等委員会は、全員の同意をも
って会計監査人を解任いたします。
また、会計監査人の職務遂行体制、監査能力、専門性等が当社にとって不十分であると

判断したとき、又は監査法人を交代することにより当社にとってより適切な監査体制の整
備が可能であると判断したときは、監査等委員会は、会計監査人の不再任に関する議案を
株主総会に提出いたします。
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６．会社の体制及び方針
（1） 業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制の整備」
を取締役会決議により定めております。その概要は、以下のとおりであります。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ⅰ当社グループの取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、倫理観を持って事業活動を
行う企業風土を構築するため、当社グループ全体に適用する行動指針（クレド）を定め
る。

ⅱ法令及び定款の遵守体制の実効性を確保するため、取締役会の決議により、リスク・コ
ンプライアンス委員会及び委員（監査等委員を含む）を置く。委員のもと主管部署は、
当社グループの取締役及び使用人の法令遵守意識の定着と運用の徹底を図るため、研修
等必要な諸活動を推進し、管理する。

ⅲ事業部門及び子会社にはコンプライアンス委員会またはこれに準ずる組織もしくはコン
プライアンス担当責任者を置き、主管部署とともに法令遵守体制の整備及び推進に努め
る。

ⅳ反社会的勢力とは取引関係も含めて一切の関係を持たない。反社会的勢力からの不当要
求に対しては、組織全体として毅然とした対応をとる。

ⅴ当社グループの事業に従事する者からの法令違反行為等に関する通報に対して適切な処
理を行うため、内部通報の運用に関する規程を定めるとともに、コンプライアンス相談
窓口を設置する。是正、改善の必要があるときには、速やかに適切な措置をとる。

ⅵ前項の通報を行った者に対し、当該通報を行ったことを理由として不利益な扱いをする
ことを禁ずる。

ⅶ内部監査部署は、当社グループの法令及び定款の遵守体制の有効性について監査を行う。
主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、速やかにその対
策を講ずる。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ⅰ取締役の職務の執行に係る情報は、文書化（電磁的記録を含む）の上、経営判断等に用
いた関連資料とともに保存する。管理対象文書とその保管部署、保存期間及び管理方法
等を規程に定める。

ⅱ取締役の職務の執行に係る情報は、取締役から要請があった場合に備え、適時閲覧可能
な状態を維持する。

ⅲ内部監査部署は、当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について監査を
行う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、その対策
を講ずる。
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③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ⅰリスク管理の全体最適を図るため、取締役会の決議により、当社グループ全体のリスク
管理に関する規程を定め、リスク管理担当役員及びリスク管理統括部署を置く。リスク
管理統括部署は、リスク管理及び内部統制の状況を点検し、改善を推進する。

ⅱ事業活動に伴う各種のリスクについては、必要に応じてリスク・コンプライアンス委員
会で審議する。主管部署は、事業部門等を交えて適切な対策を講じ、リスク管理の有効
性向上を図る。

ⅲ事業の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏洩、重大な信用失墜、災害等の危機に対しては、
しかるべき予防措置をとる。また、緊急時の対策等を定め、危機発生時には、これに基
づき対応する。

ⅳ上記ⅱ及びⅲのリスク管理体制については、継続的な改善活動を行うとともに、定着を
図るための研修等を適宜実施する。

ⅴ内部監査部署は、当社グループのリスク管理体制について監査を行う。主管部署及び監
査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、速やかにその対策を講ずる。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ⅰ当社グループ各社は、取締役会の運営に関する規程を定めるとともに、定時の取締役会
において重要事項を決定し、取締役に業務報告をさせることにより業務執行の監督等を
行うほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を開催する。

ⅱ当社グループは事業計画に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、事業部門及
び子会社の目標と責任を明確にするとともに、予算と実績の差異分析を通じて所期の業
績目標の達成を図る。

ⅲ経営の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよう、ＩＴシステム
の主管部署を置いて整備を進め、全社レベルでの最適化を図る。

ⅳ内部監査部署は、当社グループの事業活動の効率性及び有効性について監査を行う。主
管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、連携してその対策
を講ずる。

⑤企業集団における業務の適正を確保するための体制
ⅰ当社は、グループ会社が一体となって事業活動を行い、当社グループ全体の企業価値を
向上させるため、子会社の経営管理に関する規程を定める。子会社は、経営・財務の状
況を定期的に当社に報告する。

ⅱ子会社は、当社グループの経営・財務に重要な影響を及ぼす事項を実行する際に、当社
と事前協議を行い、当社は必要に応じて子会社に適切な指導を行う。
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⑥監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の監査等委員以外の取
締役からの独立性に関する事項及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
ⅰ監査等委員会を補助する使用人の人事に関する事項については、監査等委員会と協議を
行う。

ⅱ監査等委員会を補助する使用人は、監査等委員会より受けた業務命令に関して、監査等
委員以外の指揮命令を受けないものとする。

⑦監査等委員会への報告に関する体制
ⅰ監査等委員会の要請に応じて、取締役及び使用人は、事業及び内部統制の状況等の報告
を行い、内部監査部署は内部監査の結果等を報告する。

ⅱ取締役及び使用人は、当社グループの経営・財務に重要な影響を及ぼすおそれのある事
項につき監査等委員会に報告する。

ⅲ監査等委員会へ報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な扱
いをすることを禁ずる。

⑧監査等委員会の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員会の職務執行上必要と認める費用について、あらかじめ予算を計上し、監査

等委員が緊急又は臨時に支出した費用については、事後会社に請求できる。
⑨その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるようにするため、監査等委員は
取締役会に出席するほか、経営会議その他の重要な会議に出席することができる。また、
監査等委員会から要求のあった文書等は、随時提供する。

（2） 業務の適正を確保するための体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
①取締役の職務の執行
ⅰ当社は、取締役会を定期的に月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を開
催しております。

ⅱ当社は、取締役が法令及び定款に則って行動するよう徹底しており、監査等委員である
社外取締役３名が取締役会へ出席することで監督機能を強化しております。

ⅲ月１回開催される定時取締役会においては、当社グループ各社の業務執行状況が報告さ
れ、当社グループ各社の経営・財務状況を把握しております。
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②監査等委員会の職務の執行
ⅰ当社の監査等委員会は、定期的に監査等委員会を月１回開催するほか、必要に応じて適
宜臨時監査等委員会を開催しております。

ⅱ当社の監査等委員は、監査計画に基づき監査を行うとともに、当社グループ各社の取締
役と面談を行い業務の執行状況全般にわたり監査を行いました。

ⅲ当社の監査等委員会は、社外取締役３名の監査等委員で構成しております。
ⅳ会計監査人、内部監査部門との間での連携を図るため定期的に会合を実施しました。

③内部統制システム全般
当事業年度においては、「内部統制の基本方針書」に基づき、内部統制推進プロジェクト

を設置し、内部統制システム全般の整備・運用状況のモニタリングを行い、改善を進めて
おります。

④コンプライアンス
当事業年度においては、「2025年度 コンプライアンス計画」に基づき、コンプライアン

ス遵守活動を実施しました。関係法令の制定・改正状況、当社グループ全社全従業員の労
働時間（36協定遵守状況等）、当社グループ各社の規程類の整備状況、当社グループ全社
全従業員を対象としたコンプライアンス教育の実施状況等が、当事業年度に開催されたリ
スク・コンプライアンス委員会に報告されております。

⑤リスク管理体制
当事業年度においては、リスク・コンプライアンス委員会において、当社グループ各社

から報告されたリスクの検討を行いました。
⑥内部監査

当事業年度においては、「2025年度 内部監査計画」に基づき、当社の内部監査担当者が
当社グループの海外を含めた各事業所を訪問することにより、内部監査を実施しました。
その結果を「内部監査報告書」として代表取締役社長に報告しております。

（注） 事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨て、１株当たり当期純利益については四捨五入して表
示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年12月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 15,579,725 流 動 負 債 12,789,298

現 金 及 び 預 金 2,382,084 買 掛 金 1,368,866
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 4,822,341 短 期 借 入 金 2,267,107
電 子 記 録 債 権 678,867 1年内返済予定の長期借入金 762,578
有 価 証 券 153,115 リ ー ス 債 務 11,413
棚 卸 資 産 3,909,030 未 払 金 249,301
前 渡 金 2,908,772 未 払 費 用 417,010
未 収 入 金 376,651 未 払 法 人 税 等 493,336
そ の 他 358,865 未 払 消 費 税 等 109,058
貸 倒 引 当 金 △10,002 前 受 金 6,759,701

固 定 資 産 3,067,533 賞 与 引 当 金 23,201
有 形 固 定 資 産 432,140 役 員 賞 与 引 当 金 19,730
建 物 及 び 構 築 物 102,060 株 式 給 付 引 当 金 15,617
車 両 運 搬 具 2,485 株 主 優 待 引 当 金 198,788
工 具、 器 具 及 び 備 品 303,967 そ の 他 の 引 当 金 2,304
リ ー ス 資 産 22,987 そ の 他 91,282
土 地 639 固 定 負 債 1,457,399

無 形 固 定 資 産 1,345,790 長 期 借 入 金 925,594
の れ ん 1,225,147 退 職 給 付 に 係 る 負 債 394,384
ソ フ ト ウ ェ ア 80,854 株 式 給 付 引 当 金 14,821
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 38,473 繰 延 税 金 負 債 46,875
そ の 他 1,314 長 期 未 払 金 64,648

投 資 そ の 他 の 資 産 1,289,602 リ ー ス 債 務 11,074
投 資 有 価 証 券 579,128 負 債 合 計 14,246,697
長 期 差 入 保 証 金 194,011 純 資 産 の 部
繰 延 税 金 資 産 219,253 株 主 資 本 3,718,994
保 険 積 立 金 81,876 資 本 金 528,629
そ の 他 215,331 利 益 剰 余 金 3,633,061

自 己 株 式 △442,697
その他の包括利益累計額 393,629
その他有価証券評価差額金 241,699
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 14,618
為 替 換 算 調 整 勘 定 137,310

新 株 予 約 権 77,097
非支配株主持分 210,839
純 資 産 合 計 4,400,561

資 産 合 計 18,647,258 負 債 及 び 純 資 産 合 計 18,647,258

2026年02月20日 15時39分 $FOLDER; 42ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



― 42 ―

連 結 損 益 計 算 書

〔 2025年１月１日から〕2025年12月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 25,074,483
売 上 原 価 19,143,254

売 上 総 利 益 5,931,229
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,076,944

営 業 利 益 1,854,284
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,683
有 価 証 券 売 却 益 244,838
保 険 解 約 返 戻 金 5,235
補 助 金 収 入 10,100
そ の 他 21,423 288,282

営 業 外 費 用
支 払 利 息 47,249
支 払 保 証 料 415
為 替 差 損 89,947
そ の 他 3,185 140,797

経 常 利 益 2,001,769
特 別 損 失

減 損 損 失 110,321 110,321
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,891,448
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 722,356
法 人 税 等 調 整 額 △62,573 659,783
当 期 純 利 益 1,231,664
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 40,468
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,191,196
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貸 借 対 照 表
（2025年12月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 330,569 流 動 負 債 1,145,957

現 金 及 び 預 金 138,846 短 期 借 入 金 700,000
営 業 未 収 入 金 72,871 1年内返済予定の長期借入金 140,000
貯 蔵 品 325 未 払 金 26,368
預 け 金 469 未 払 費 用 32,221
前 払 費 用 17,031 未 払 消 費 税 等 25,144
短 期 貸 付 金 60,586 役 員 賞 与 引 当 金 13,200
未 収 還 付 法 人 税 等 28,873 株 式 給 付 引 当 金 846
そ の 他 11,564 株 主 優 待 引 当 金 198,788

そ の 他 9,387
固 定 資 産 3,447,533 固 定 負 債 319,481
有 形 固 定 資 産 12,964 長 期 借 入 金 260,000
建 物 附 属 設 備 10,842 退 職 給 付 引 当 金 27,653
工 具、 器 具 及 び 備 品 2,122 株 式 給 付 引 当 金 1,207

投 資 そ の 他 の 資 産 3,434,568 繰 延 税 金 負 債 30,621
投 資 有 価 証 券 462,631 負 債 合 計 1,465,438
関 係 会 社 株 式 2,929,811 純 資 産 の 部
そ の 他 42,124 株 主 資 本 1,994,693

資 本 金 528,629
資 本 剰 余 金 301,129
資 本 準 備 金 301,129

利 益 剰 余 金 1,607,630
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,607,630
繰 越 利 益 剰 余 金 1,607,630

自 己 株 式 △442,697
評価・換算差額等 240,873

その他有価証券評価差額金 240,873
新 株 予 約 権 77,097
純 資 産 合 計 2,312,664

資 産 合 計 3,778,103 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,778,103
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損 益 計 算 書

〔 2025年１月１日から〕2025年12月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額
営 業 収 益 1,380,428
一 般 管 理 費 893,789

営 業 利 益 486,638
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,334
有 価 証 券 売 却 益 242,754
そ の 他 923 245,012

営 業 外 費 用
支 払 利 息 21,083
為 替 差 損 10
そ の 他 1,119 22,213

経 常 利 益 709,438

特 別 利 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 54,839 54,839

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 89,638 89,638
税 引 前 当 期 純 利 益 674,639
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 78,599
法 人 税 等 調 整 額 △53,827
当 期 純 利 益 649,867
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年２月19日
セグエグループ株式会社
取締役会 御中

東陽監査法人

東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 安 達 博 之

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 西 村 仁 志

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 小 西 正 毅

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、セグエグループ株式会社の2025年１月１日から

2025年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、セグエグループ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
重要な後発事象の注記に記載されているとおり、会社は、2026年１月23日開催の取締役会において、公

募による新株式発行（一般募集）、当社株式の売出し（引受人の買取引受による売出し）、当社株式の売出し
（オーバーアロットメントによる売出し）及び第三者割当による新株式発行（オーバーアロットメントに関
連）を行うことを決議し、公募による新株式発行（一般募集）については、2026年２月９日に払込を完了
し、当社株式の売出し（引受人の買取引受による売出し）及び当社株式の売出し（オーバーアロットメント
による売出し）については、2026年２月10日に受渡しが完了している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書
において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記
事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続
企業として存続できなくなる可能性がある。
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・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結
計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関す
る指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年２月19日

セグエグループ株式会社
取締役会 御中

東陽監査法人

東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 安 達 博 之

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 西 村 仁 志

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 小 西 正 毅

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、セグエグループ株式会社の2025年１月１

日から2025年12月31日までの第12期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

強調事項
重要な後発事象の注記に記載されているとおり、会社は、2026年１月23日開催の取締役会において、公

募による新株式発行（一般募集）、当社株式の売出し（引受人の買取引受による売出し）、当社株式の売出し
（オーバーアロットメントによる売出し）及び第三者割当による新株式発行（オーバーアロットメントに関
連）を行うことを決議し、公募による新株式発行（一般募集）については、2026年２月９日に払込を完了
し、当社株式の売出し（引受人の買取引受による売出し）及び当社株式の売出し（オーバーアロットメント
による売出し）については、2026年２月10日に受渡しが完了している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。
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・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が
適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2025年１月１日から2025年12月31日までの第12期事業年度における取締役の職務の
執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施いたしました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に
出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年２月19日
セグエグループ株式会社 監査等委員会
監 査 等 委 員 三 露 正 樹 ㊞
監 査 等 委 員 寺 田 有美子 ㊞
監 査 等 委 員 髙 田 隆太郎 ㊞

（注）監査等委員 三露正樹、寺田有美子及び髙田隆太郎は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規
定する社外取締役であります。

以 上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会 場 東京証券会館 ９階 会議室
東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号 TEL 03−3667−9210

交通のご案内
○東京メトロ日比谷線・東西線 茅場町駅 ８番出口より直結
○東京メトロ銀座線・東西線、都営地下鉄浅草線 日本橋駅 Ｄ２出口より徒歩５分

※駐車場の用意はございませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。
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第12期定時株主総会資料

その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）

連結計算書類
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表

計算書類
・株主資本等変動計算書
・個別注記表

第12期
（2025年１月１日から2025年12月31日まで）

セグエグループ株式会社
上記各事項につきましては、法令及び当社定款に基づき、書面交付請求をいただいた株主
様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子
提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。
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連結株主資本等変動計算書

〔 2025年１月１日から〕2025年12月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 533,369 ― 2,832,614 △467,366 2,898,617
誤謬の訂正による累積的
影響額 △5,196 △5,196 △10,392
誤謬の訂正を反映した当
期首残高 528,173 ― 2,827,418 △467,366 2,888,224
当期変動額
新株の発行 456 456 912
剰余金の配当 △380,282 △380,282
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,191,196 1,191,196

自己株式の処分 △726 24,669 23,943
資本移動に伴う
持分の変動 △5,000 △5,000
利益剰余金から
資本剰余金への振替 5,270 △5,270 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 456 ― 805,643 24,669 830,769
当期末残高 528,629 ― 3,633,061 △442,697 3,718,994
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その他の包括利益累計額
その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 438 1,522 81,235 83,197
誤謬の訂正による累積的
影響額 ―
誤謬の訂正を反映した当
期首残高 438 1,522 81,235 83,197
当期変動額
新株の発行
剰余金の配当
親会社株主に帰属する
当期純利益
自己株式の処分
資本移動に伴う
持分の変動
利益剰余金から
資本剰余金への振替
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 241,260 13,095 56,074 310,431

当期変動額合計 241,260 13,095 56,074 310,431
当期末残高 241,699 14,618 137,310 393,629
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新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 60,932 150,280 3,193,028
誤謬の訂正による累積的
影響額 10,392 ―
誤謬の訂正を反映した当
期首残高 71,325 150,280 3,193,028
当期変動額
新株の発行 912
剰余金の配当 △380,282
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,191,196

自己株式の処分 23,943
資本移動に伴う
持分の変動 △5,000
利益剰余金から
資本剰余金への振替 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 5,772 60,558 376,762

当期変動額合計 5,772 60,558 1,207,532
当期末残高 77,097 210,839 4,400,561
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連 結 注 記 表
【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記】
１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。
①連結子会社の数 ７社

・連結子会社の名称
ジェイズ・コミュニケーション株式会社
ジェイズ・テクノロジー株式会社
セグエセキュリティ株式会社
株式会社テクノクリエイション
SEGUE(Thailand)Limited
ISS Resolution Limited
First One Systems Co., Ltd.

②連結の範囲の変更
連結子会社であったジェイズ・ソリューション株式会社は2025年８月１日付で当社を

存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券

満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）を採用しております。

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業組合への出資持分については、直近の財務諸表を基礎とし、
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持分相当額を純額で取り込む方法を採用しております。
②デリバティブ

時価法
③棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産
評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)
ⅰ 商品

移動平均法
ⅱ 未成工事支出金

個別法
ⅲ 貯蔵品

最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月以降に取得した建物(建物附属設
備は除く)については、定額法を採用しております。また、2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ３〜40年
車両運搬具 5年
工具、器具及び備品 ２〜15年

②無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。
市場販売目的のソフトウェア 見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間

（３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれ
か大きい額を計上しております。

③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、一部の在外連結子会社において、IFRS第16号「リース」を適用しており

ます。これにより、借手のリース取引については、原則としてすべてのリースにつ
いて資産及び負債の認識をしており、資産に計上されたリース資産の減価償却方法
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は定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

②賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額に基づき当期に見合

う分を計上しております。
③役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額に基づき当期に見合う
分を計上しております。

④株式給付引当金
株式給付信託（J-ESOP）による当社株式等の給付に備えるため、株式給付規程に基

づき、当社及び連結子会社の取締役および従業員に割り当てられるポイントに応じた当
社株式等の給付見込額を計上しております。

⑤株主優待引当金
株主優待制度に基づく費用負担に備えるため、株主優待の利用実績率に基づき、当連

結会計年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。
⑥その他の引当金

海外子会社の一部において、有給休暇に対し従業員が給与相当を受け取れる権利につ
いて給付見込額を計上しております。
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(4) 収益及び費用の計上基準
ソリューションプロダクト事業に係る収益は、主にセキュリティ製品及びITインフラ

製品の輸入・国内調達・販売、又はソフトウェア製品の自社開発・販売であり、顧客と
の契約に基づいて製品等を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、原則
として製品等の検収時点において、顧客が当該製品等に対する支配を獲得して充足され
ると判断し、検収時点で収益を認識しております。ただし、製品等の国内販売におい
て、出荷時から当該製品等の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である
場合には、出荷した時点において当該製品の支配が顧客に移転されると判断し、出荷時
点で収益を認識しております。
ソリューションサービス事業に係る収益は、主に設計及び構築サービス又はサポート

サービスであり、顧客との契約に基づいてサービスを提供する履行義務を負っておりま
す。当該契約は、主に一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、原則として
履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。なお、設計及び構築サービ
ス等の工事契約において、取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点
までの期間がごく短い場合には、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務
を充足した時点で収益を認識しております。
顧客との契約における当社グループの履行義務が、財又はサービスを他の当事者によ

って提供されるように手配する代理人としてのサービスであると判断される取引につい
ては、従来総額で計上していた顧客への売上高とこれに対応する売上原価を相殺した純
額を収益として計上しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①重要な繰延資産の処理方法

株式交付費
支出時に全額費用として処理しております。

②退職給付に係る会計処理の方法
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。
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③重要なヘッジ会計の方法
ⅰ ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
ⅱ ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段…為替予約、通貨オプション
ヘッジ対象…外貨建輸入取引及び外貨建買掛金並びに外貨建売上取引及び外

貨建売掛金
ⅲ ヘッジ方針

デリバティブ取引に係る権限、取引限度額等を定めた内部規程に基づき、外貨
建予定取引に係る為替変動リスクを軽減するために為替予約及び通貨オプション
を行っております。

ⅳ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段である為替予約及び通貨オプションとヘッジ対象となる外貨建輸入

予定取引及び外貨建買掛金並びに外貨建売上取引及び外貨建売掛金に関する重要
な条件が同一であるため、ヘッジに高い有効性があるものと判断しております。

④のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果が発現する期間を個別に見積もり、20年以内で

均等償却することにしております。
⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該子会社等の
決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含め
て計上しております。
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５．追加情報
(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)
(1) 株式給付信託（J-ESOP）

当社は、2020年２月18日開催の取締役会決議に基づき、当社の株価や業績と当社及
び子会社の役職員（以下、「幹部社員等」といいます。）の処遇の連動性をより高め、経
済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への意欲や士気を高
めるため、幹部社員等に対して当社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付
信託（J-ESOP）」（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

①取引の概要
本制度は、予め当社及び子会社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たし

た幹部社員等に対し当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、
「当社株式等」といいます。）を給付する仕組みです。

当社は、幹部社員等に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件に
より受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付します。幹
部社員等に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取
得し、信託財産として分別管理するものとします。

②信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）によ

り純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数
は、当連結会計年度216,314千円、458,500株であります。
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【会計方針の変更に関する注記】
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月
28日）、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 2022年10月28日）
及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年
10月28日）を当連結会計年度の期首から適用しております。これによる連結計算書類へ
の影響はありません。

【会計上の見積りに関する注記】
のれんの評価
（1）連結計算書類に計上した金額

のれん 1,225,147千円
※この金額の内、926,777千円はFirst One Systems Co., Ltd.の株式取得に関連し
て認識した金額であります。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
のれんは、被取得企業の事業計画に基づき算定された企業価値を基礎とした取得原価

が、企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の純額を上回った場合に、その超
過額を計上しております。
当社グループでは、当該事業計画の達成可能性に疑義が生じ、超過収益力の毀損が認

められる等減損の兆候が識別された場合には、減損損失の計上の要否を検討することと
しております。
当該事業計画については経営者による一定の仮定が設定されており、その仮定は将来

の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、連結計算書類に重要な影響を与
える可能性があります。

【連結貸借対照表に関する注記】
１．有形固定資産の減価償却累計額 1,169,649千円
２．担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産
現金及び預金 13,286千円
投資有価証券 109,462千円
その他の投資 155,278千円

（２）担保に係る債務
短期借入金 167,107千円
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【連結損益計算書に関する注記】
減損損失
当連結会計年度において下記の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額
ISS Resolution Limited
(タイ王国) ー のれん 110,321千円

当社グループにおいて、のれん等については子会社単位を基準として資産のグルーピ
ングを行っております。
ISS Resolution Limitedののれんについて、株式取得時に超過収益力を前提としたの

れんを計上しておりましたが、当連結会計年度において当初想定していた収益が見込め
なくなったことから減損の兆候を認識し、減損損失を計上しております。
なお、回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フロ

ーが見込めないため、零として評価しております。
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 32,564,077株

２．自己株式の数に関する事項
株式の種類 当 連 結 会 計 年 度

期首の株式数（株）
当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数 （株）

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数 （株）

当 連 結 会 計 年 度
末の株式数（株）

普通株式 913,600 ー 94,400 819,200
(注)１．当連結会計年度末の自己株式数には、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日本カ

ストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式が458,500株含まれております。
２．自己株式数の減少は、株式給付信託（J-ESOP）の信託E口から市場への売却30,900株及び株式給付

信託（J-ESOP）の給付による減少63,500株であります。

３．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年３月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 193,196 6 2024年12月31日2025年３月27日

2025年8月13日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 193,220 6 2025年６月30日2025年9月11日

(注)１．2025年３月26日の定時株主総会において決議された配当金の総額には、「株式給付信託
（J-ESOP）」が保有する当社株式に対する配当金3,317千円が含まれております。

２．2025年８月13日の取締役会において決議された配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）」
が保有する当社株式に対する配当金2,817千円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年３月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 225,423 7 2025年12月31日2026年３月26日

（注） 配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式に対する配当金3,209千円が含ま
れております。

４．当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
普通株式 326,577株
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【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、一時的な余資を安全性の高い金融資産で運用
する方針であります。また、運転資金については、主として銀行との当座貸越契約によ
り調達する方針であります。設備投資資金については、自己資金及び銀行からの長期借
入金により調達する方針であります。
デリバティブは、当社の通常営業取引に損失が見込まれる場合、当該損失を回避する

目的のみに利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。当該リスクに関しては、取引先の信用状況を監視するとともに、取引先ごと
の債権残高を随時把握することによってリスクの軽減を図っております。なお、売掛金
には外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、為替予約及び通貨
オプションを利用して当該リスクを軽減しております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式等であり、市場価格等の変動リス

クに晒されておりますが、定期的に時価や発行会社の財務状況等を把握し、そのリスク
状況を勘案して、保有状況を継続的に見直すことで、リスクの軽減を図っております。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年内の支払期日であり、適時に資金管理

を行うことにより、支払期日に支払いを実行できなくなるリスクを管理しております。
なお、買掛金には外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、為替
予約及び通貨オプションを利用して当該リスクを軽減しております。
デリバティブ取引のうち為替予約及び通貨オプションは、外貨建輸入取引及び外貨建

売上取引に係る為替の変動リスクの軽減を目的としております。また、デリバティブ取
引については、内部規程に従って、取引の実行及び管理を行っております。なお、ヘッ
ジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等に
ついては、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記「４.
会計方針に関する事項 (5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項 ③重要な
ヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん
でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあり
ます。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 投資有価証券
満期保有目的の債券 109,462 121,291 11,828
その他有価証券 391,470 391,470 ─

資産計 500,933 512,761 11,828
(1) 長期借入金 ※２ 1,688,172 1,671,213 △16,958

負債計 1,688,172 1,671,213 △16,958
デリバティブ取引 ※３ 21,070 21,070 ─
※１ 「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「電子記録債権」「有価証券」「未収入金」「買掛金」「短期借入

金」「未払金」「未払法人税等」及び「未払消費税等」については、現金であること、及び短期間で決
済されるため時価が帳簿価額と近似することから、注記を省略しております。

※２ 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。
※３ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
※４ 投資事業有限責任組合への出資については「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第31号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。ま
た、非上場株式については、市場価格のない株式等であることから、上記の「(1)投資有価証券」には
含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)
区分 連結貸借対照表計上額

投資事業有限責任組合への出資 47,887
非上場株式 30,307

2026年02月20日 15時39分 $FOLDER; 68ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



― 68 ―

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ
れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 391,470 ─ ─ 391,470

デリバティブ取引
通貨関連 ─ 21,070 ─ 21,070

資産計 391,470 21,070 ─ 412,541
─ ─ ─ ─

負債計 ─ ─ ─ ─

(２) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
区分

時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

満期保有目的の債券 ─ 121,291 ─ 121,291
資産計 ─ 121,291 ─ 121,291

長期借入金 ─ 1,671,213 ─ 1,671,213
負債計 ─ 1,671,213 ─ 1,671,213
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル1の時価に分類しております。また、当社が保有している外国債券は、市場での取引頻度が
低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２に分類しております。
デリバティブ取引
為替予約の時価は、為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定しており、
レベル２の時価に分類しております。
長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引
現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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【収益認識に関する注記】
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
当連結会計年度

（自 2025年１月１日
至 2025年12月31日）

ソリューションプロダクト事業 16,633,166

ソリューションサービス事業 8,441,316

合計 25,074,483

２．収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表「【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記】４．会

計方針に関する事項 (4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産および契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 3,094,811
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 5,501,208
契約負債（期首残高） 4,873,561
契約負債（期末残高） 6,759,701
契約負債は、主に、保守サービス契約に基づき顧客から受領した前受収益で、翌連結会計年度

以降に充足する履行義務に対応するものです。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識した収益のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、

2,481,048千円であります。また、当連結会計年度の契約負債の重要な変動は、主に前受金の受
領による増加であります。
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(2) 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下の

とおりであります。
（単位：千円）

当連結会計年度
１年以内 1,747,757
１年超２年以内 1,461,373
２年超３年以内 1,113,725
３年超 1,014,211
合計 5,337,067
当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、
当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 129円55銭
１株当たり当期純利益 37円58銭
(注)「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する

当社株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、自己株式数に含めております。
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【重要な後発事象に関する注記】
（公募による新株式発行及び株式売出し等）

当社は、2026年１月23日開催の取締役会において、公募による新株式発行（一般募集）、
当社株式の売出し（引受人の買取引受による売出し）、当社株式の売出し（オーバーアロッ
トメントによる売出し）及び第三者割当による新株式発行（オーバーアロットメントに関
連）を行うことを決議し、公募による新株式発行（一般募集）については、2026年２月９
日に払込を完了し、当社株式の売出し（引受人の買取引受による売出し）及び当社株式の売
出し（オーバーアロットメントによる売出し）については、2026年２月10日に受渡しが完
了しております。
その概要は次のとおりです。

１．公募による新株式発行（一般募集）
（１）発行する株式の種類及び数 当社普通株式 4,600,000株

（２）発行価格（募集価格） １株につき 516円

（３）発行価格の総額 2,373,600,000円

（４）払込金額 １株につき 494.72円

（５）払込金額の総額 2,275,712,000円

（６）増加する資本金及び資本準備金の額 増加した資本金の額 1,137,856,000円
増加した資本準備金の額 1,137,856,000円

（７）申込期間 2026年２月３日から2026年２月４日まで

（８）払込期日 2026年２月９日

２．当社株式の売出し（引受人の買取引受による売出し）
（１）売出株式の種類及び数 当社普通株式 625,000株

（２）売出価格 １株につき 516円

（３）売出価格の総額 322,500,000円

（４）申込期間 2026年２月３日から2026年２月４日まで

（５）受渡期日 2026年２月10日

３．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）
（１）売出株式の種類及び数 当社普通株式 783,700株

（２）売出価格 １株につき 516円
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（３）売出価格の総額 404,389,200円

（４）申込期間 2026年２月３日から2026年２月４日まで

（５）受渡期日 2026年２月10日

４．第三者割当による新株式発行（オーバーアロットメントに関連）
（１）発行する株式の種類及び数 当社普通株式 783,700株

（２）払込金額 １株につき 494.72円

（３）払込金額の総額 （上限）387,712,064円

（４）増加する資本金及び資本準備金の額 増加する資本金の額（上限） 193,856,032円
増加する資本準備金の額（上限） 193,856,032円

（５）申込期間 2026年３月４日

（６）払込期日 2026年３月５日

（７）割当先 みずほ証券株式会社

５．資金使途
今回の一般募集及び第三者割当増資に係る手取概算額合計上限2,641,424,064円に

ついて、2026年12月期末までに官公庁向け大型受注案件に係る資金需要に
1,981,000,000円を、2027年12月期末までに当社グループの事業拡大に資するM&A
待機資金に660,424,064円を充当する予定であります。
（注）上記事象は当連結会計年度末（2025年12月31日）の連結計算書類数値を修正

するものではありません。

（取締役に対する株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）の発行）
当社は、2021年３月25日開催の第７期定時株主総会において承認されました「取締役に

対する株式報酬型ストック・オプション報酬額及び内容決定に関する件」により、当社取締
役（監査等委員である取締役を除く）に対する報酬等として年間最大80,000個とし、年額
80,000千円の範囲内、当社監査等委員である取締役に対して年間最大5,000個とし、年額
5,000千円の範囲内で、ストック・オプションとして新株予約権を発行するための報酬等に
つきご承認いただいておりますが、これに基づき、2026年２月13日開催の当社取締役会に
おいて、当社取締役に対して株式報酬型ストック・オプションとして発行する新株予約権の
内容を下記のとおり決議いたしました。

記
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１．ストック・オプションとして本新株予約権を発行する理由
当社が今後の収益の向上及び企業価値の増大を目指すにあたり、株主の皆様と株価を通じ

たメリットやリスクを共有することにより、より一層の意欲と士気を向上させ、当社の企業
価値の向上を図ることを目的として、当社の取締役６名に対して、新株予約権を発行するも
のであります。

２．新株予約権の名称
セグエグループ株式会社第12回新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）

３．新株予約権発行の要領
（１）新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数

当社監査等委員でない取締役３名59,593個
当社監査等委員である取締役３名1,810個

（２）新株予約権の総数
61,403個とする。
新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は、当社
普通株式１株とする。
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込がなされなかった場合等、割り当てる新
株予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株
予約権の総数とする。
ただし、（３）に定める株式の数の調整を行った場合は、付与株式数についても同様の
調整を行うものとする。

（３）新株予約権の目的たる株式の種類及び数
当社普通株式61,403株とする。
なお、新株予約権の目的たる株式の数は、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株
式無償割当て又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただ
し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的
である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを
切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、上記のほか、割当日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと
きは、当社は合理的な範囲で必要と認める株式数の調整を行う。

（４）新株予約権と引換えに払い込む金額
新株予約権の１個あたりの払込金額は、新株予約権の割当日において、ブラック・ショ
ールズ・モデルにより算定した１株当たりのオプション価格に新株予約権１個当たりの
目的である株式の数を乗じた金額とする。なお、新株予約権の割当てを受ける当社取締
役は、当該払込金額の払込みに代えて、報酬債権と新株予約権の払込債務とを相殺する
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ものとする。
（５）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権１個あたりの行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使する
ことにより交付を受ける株式１株当たり１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とす
る。

（６）新株予約権を行使することができる期間
2026年３月３日から2056年３月２日までとする。
ただし、権利行使期間の最終日が当社の休業日にあたるときは、その前営業日を最終日
とする。

（７）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に
関する事項
①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計
算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額
とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上
記①に記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額
とする。

（８）譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件
①当社は、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる会社分割
契約又は会社分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移
転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合
は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、新株予約
権を無償で取得することができる。

②当社は、新株予約権者が下記（12）に記載の権利行使の条件に該当しなくなったこ
と等により権利を行使し得なくなった場合、新株予約権を無償で取得することができ
るものとする。

③新株予約権者が「第12回新株予約権割当契約」の条項に違反した場合、当社は新株
予約権を無償で取得することができる。

（10）組織再編行為の際の新株予約権の取り扱い
当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換
又は株式移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、
組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」
という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８
号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を、
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以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合において、残存新株予約権
は消滅するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付
する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約
又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
①交付する再編対象会社の新株予約権の数
組織再編行為の効力発生の時点における残存新株予約権の新株予約権者が保有する新
株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記（３）に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件
等を勘案のうえ、調整した再編後の行使価額に新株予約権の目的である株式の数を乗
じて得られる金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間
上記（６）に定める残存新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編
行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記（６）に定める残存新株予約権を
行使することができる期間の末日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項
上記（７）に準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議（再編対象
会社が取締役会設置会社でない場合には、「取締役の決定」とする。）による承認を要
するものとする。

⑧再編対象会社による新株予約権の取得事由及び条件
上記（９）に準じて決定する。

⑨新株予約権の行使の条件
下記（12）に準じて決定する。

（11）端数の切捨て
新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨
てるものとする。

（12）新株予約権の行使の条件
①新株予約権者は、当社の取締役並びに当社子会社の取締役、監査役及び執行役員のい
ずれかの地位を喪失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には前営業
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日）を経過する日までに限り、新株予約権を一括して行使することができるものとす
る。

②その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結
する「第12回新株予約権割当契約」に定めるところによる。

（13）新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項
当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

（14）新株予約権の割当日
2026年３月2日

（注） 連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書の記載金額は千円未満を切り捨てて
表示しております。
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株主資本等変動計算書

〔 2025年１月１日から〕2025年12月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当期首残高 533,369 305,869 ― 305,869
誤謬の訂正による累積的影
響額 △5,196 △5,196 △5,196
誤謬の訂正を反映した当期
首残高 528,173 300,673 ― 300,673
当期変動額
新株の発行 456 456 456
剰余金の配当 ―
当期純利益 ―
自己株式の処分 △726 △726
利益剰余金から
資本剰余金への振替 726 726
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 456 456 ― 456
期末残高 528,629 301,129 ― 301,129
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株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金
当期首残高 1,338,771 1,338,771 △467,366 1,710,644
誤謬の訂正による累積的影
響額 ― △10,392
誤謬の訂正を反映した当期
首残高 1,338,771 1,338,771 △467,366 1,700,252
当期変動額
新株の発行 912
剰余金の配当 △380,282 △380,282 △380,282
当期純利益 649,867 649,867 649,867
自己株式の処分 24,669 23,943
利益剰余金から
資本剰余金への振替 △726 △726 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 268,858 268,858 24,669 294,441
期末残高 1,607,630 1,607,630 △442,697 1,994,693
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評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算差額等

合計額

当期首残高 ― ― 60,932 1,771,577
誤謬の訂正による累積的影
響額 10,392 ―
誤謬の訂正を反映した当期
首残高 ― ― 71,325 1,771,577
当期変動額
新株の発行 912
剰余金の配当 △380,282
当期純利益 649,867
自己株式の処分 23,943
利益剰余金から
資本剰余金への振替 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 240,873 240,873 5,772 246,645

当期変動額合計 240,873 240,873 5,772 541,086
期末残高 240,873 240,873 77,097 2,312,664
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個 別 注 記 表
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
(2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業組合への出資持分については、直近の財務諸表を基礎とし、持分相
当額を純額で取り込む方法を採用しております。

２．デリバティブの評価方法
時価法

３．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
定率法を採用しております。ただし、2016年4月1日以降に取得した建物附属設備に

ついては、定額法を採用しております。

４．繰延資産の処理方法
株式交付費
支出時に全額費用として処理しております。

５．引当金の計上基準
①役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額に基づき当期に見合う分
を計上しております。

②退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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③株式給付引当金
株式給付信託（J-ESOP）による当社株式等の給付に備えるため、株式給付規程に基づ

き、当社の取締役および従業員に割り当てられるポイントに応じた当社株式等の給付見込
額を計上しております。

④株主優待引当金
株主優待制度に基づく費用負担に備えるため、株主優待の利用実績率に基づき、当期に

おいて将来利用されると見込まれる額を計上しております。

６．収益及び費用の計上基準
純粋持株会社である当社の収益は、子会社からの経営管理料及び受取配当金となりま

す。
経営管理料については、子会社への受託業務等を提供することが履行義務であり、業務

が提供された時点で当社の履行義務が充足されることから当該時点で収益を認識しており
ます。
受取配当金については、配当金の効力発生日をもって認識しております。

７．追加情報
「連結注記表【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記】５．追

加情報」に記載しているため、注記を省略しております。
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【会計方針の変更に関する注記】
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月
28日）、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 2022年10月28日）
及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年
10月28日）を当事業年度の期首から適用しております。これによる計算書類への影響は
ありません。

【会計上の見積りに関する注記】
関係会社株式の評価

（1）計算書類に計上した金額
関係会社株式 2,929,811千円
※この金額の内、1,071,973千円はFirst One Systems Co., Ltd.の株式取得に関連し
て認識した金額であります。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
関係会社株式は、市場価格のない株式であり、超過収益力等を反映した取得原価をもっ

て貸借対照表価額としたものが含まれます。当社では、発行会社の財政状態の悪化によ
り、株式取得時に見込んだ超過収益力を反映した実質価額が著しく低下し、実質価額につ
いて、事業計画等を入手し回復可能性が十分な証拠によって裏付けられない場合には、減
損処理を行うこととしております。
当該事業計画については経営者による一定の仮定が設定されており、その仮定は将来の

不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、計算書類に重要な影響を与える可能
性があります。

【貸借対照表に関する注記】
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 14,223千円

(2) 偶発債務
下記の会社の金融機関からの借入金等に対し、債務保証を行っております。
SEGUE(Thailand)Limited 406,251 千円

なお、上記の金額には、SEGUE(Thailand)Limitedの設立にかかる出資受入のために、
当社の依頼により金融機関が発行したスタンドバイL/Cに係る債務残高が含まれており
ます。

(3) 関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 140,100 千円
短期金銭債務 709,996 〃
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【損益計算書に関する注記】
(1) 関係会社に対する取引高
営業取引による取引高
営業収益 1,380,428 千円
一般管理費 66,627 〃
一般管理費（出向料収入による戻入） 5,785 〃

営業取引以外の取引による取引高
受取利息 1,253 千円
支払利息 16,590 〃

(2) 抱合せ株式消滅差益
2025年８月１日付で当社の連結子会社であったジェイズ・ソリューション株式会社を

吸収合併したことにより、抱合せ株式消滅差益を特別利益に計上しております。

(3) 関係会社株式評価損
当社の連結子会社であるISS Resolution Limited及びSEGUE(Thailand)Limitedについ

て、関係会社株式評価損を計上したものであります。

【株主資本等変動計算書に関する注記】
自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首

の株式数（株）
当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末の
株式数（株）

普通株式 913,600 ー 94,400 819,200
(注)１．当事業年度末の自己株式数には、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日本カ

ストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式が458,500株含まれております。
２．自己株式数の減少は、株式給付信託（J-ESOP）の信託E口から市場への売却30,900株及び株式

給付信託（J-ESOP）の給付による減少63,500株であります。

【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未払費用 7,338 千円
退職給付引当金 7,583
株式給付引当金 639
役員賞与引当金 4,041
株主優待引当金 60,869
未払事業所税 339
株式報酬費用 24,301
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資産除去債務 4,615
投資有価証券評価損 96,081
関係会社株式評価損 31,248

繰延税金資産小計 237,058
評価性引当額 △156,246
繰延税金資産合計 80,811

繰延税金負債
未収事業税 △564
その他有価証券評価差額金 △110,869

繰延税金負債合計 △111,433
繰延税金資産（負債）の純額 △30,621
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【関連当事者との取引に関する注記】
子会社等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容

又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割
合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社
ジェイズ・コ
ミュニケーシ
ョン㈱

大阪市
淀川区 237,500 情報

通信業
(所有)
直接
100

経営指導
資金借入
役員の兼任等

経営管理料
配当金収入
出向料支払
資金の借入
資金の返済
利息の支払

509,928
301,112
42,000

700,000
850,220
16,590

営業未収入金
未収入金
未払金
短期借入金
未払利息

46,743
2,955
6,921

700,000
1,482

子会社 ジェイズ・テ
クノロジー㈱

中央区
新川 100,000 技術者

派遣業

（所有）
直接
100

経営指導
役員の兼任等

経営管理料
配当金収入
出向料支払

207,612
141,680
11,400

営業未収入金
未収入金

19,031
750

子会社 セグエセキュ
リティ㈱

中央区
新川 40,000

ネットワ
ークセキ
ュリティ
事業

（所有）
直接
100

経営指導
役員の兼任等

経営管理料
出向料収入

15,912
2,394

営業未収入金
未収入金

1,458
266

子会社 ㈱テクノクリ
エイション

中央区
新川 40,000 技術者

派遣業

（所有）
直接
100

経営指導
役員の兼任等

経営管理料
配当金収入

23,004
160,000 営業未収入金 2,108

子会社
First One
Systems
Co., Ltd.

タイ王国 174,400 情報
通信業

（所有）
直接
49
間接
11

経営指導
役員の兼任等 ー − 未収入金 1,277

子会社 SEGUE(Thailand)Limited タイ王国 7,900 持株会社
(所有)
直接
49

経営指導
資金貸付
役員の兼任等

資金の貸付
利息の受取
債務保証

51,456
1,253

406,251

短期貸付金
未収利息

60,586
1,392

(注)１．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

２．経営管理料は、グループ会社経営管理のための当社の必要経費を基準として決定しております。
３．資金の貸付・借入については、市場金利を勘案して決定しております。
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【収益認識に関する注記】
収益を理解するための基礎となる情報は、個別注記表「【重要な会計方針に係る事項に関す

る注記】６．収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 70円42銭
１株当たり当期純利益 20円50銭
(注)「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する

当社株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、自己株式数に含めております。

【重要な後発事象に関する注記】
連結計算書類「連結注記表【重要な後発事象に関する注記】」に同一の内容を記載している

ため、注記を省略しております。

（注） 貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の記載金額は千円未満を切り捨てて表示しており
ます。
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